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研究成果の概要： 
 本研究は、日本における 90 年代以降の政府間ガバナンス（地方政府相互間、中央政府と地
方政府間、地方政府と NPO など）がどのように変容したのかについて、人的側面、財政的側
面など諸側面からの分析を行うと共に、いくつかの政策領域について、政策面からの切り口で

実態を明らかにしようとした。後述するいつくかの著書や論文の公表でその目的は達成された

と考えられる。 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2007年度 1,900,000 570,000 2,470,000 

2008年度 1,300,000 390,000 1,690,000 

年度  

年度  

  年度  

総 計 3,200,000 960,000 4,160,000 

 
 
研究分野：社会科学 
科研費の分科・細目：政治学、政治学、行政学 
キーワード：政府間関係、ガバナンス 
 
１．研究開始当初の背景 
 
90 年代多くの自治体で多数の改革項目が

同時多発的に進行した。リストラへの取組、
住民とのパートナーシップの構築・推進、情
報公開条例の改訂など透明化への一層の改
革、NPM 型改革への取組など、極めて多種多
様な変化が起きている。同時に、90 年代は、
中央政府において、法制度改革（中央関与の
縮減、機関委任事務の廃止）をメインとした
地方分権改革が進められた時期でもあった。
これらの同時多発的な地方における改革と
中央における改革は、中央地方の間の政府間

ガバナンスに大きな変容をもたらすことに
なった。また、2002 年以降本格化した三位一
体改革は、財政面での中央地方政府間のガバ
ナンスの変更を迫るとともに、そのプロセス
において、知事会内における意見対立の表面
化など地方政府相互間に緊張をもたらした。
国の進める市町村合併も 05 年度末にはおお
むね落ち着くとともに、道州制の議論も始ま
っている。地方政府相互間のガバナンスの変
容も大きく進みつつある。 
 これらについて現時点での総括をしよう
としたのが研究開始当初の背景である。 
 



２．研究の目的 
 
上述のように、90年代以降極めて大きな政
府間ガバナンスの変容がみられるにもかか
わらず、政治学・行政学の世界では、市町村
合併の是非論や、道州制の是非論など規範的
な議論は数多くみられるものの、政府間ガバ
ナンスが実態としてどのように変容をみせ
つつあるのかについての実証的研究は極め
て乏しい。 
そこで、本研究では、政府間ガバナンスと
その変容に関するいくつかの切り口から実
証的な研究を進めようとするものである。 
具体的には、90年代以降の日本におけるガバ
ナンスの変容を、政府間ガバナンス（中央政
府・地方政府間、地方政府相互間）に着目し
て、実証的に検証することを目的とした。 
 
 
３．研究の方法 
 
本研究は、日本における 90 年代以降の政
府間ガバナンスがどのように変容したのか
について、人的側面、財政的側面など諸側面
からの分析を行うと共に、いくつかの政策領
域について、政策面からの切り口で実態を明
らかにすることを目的としている。 
 まず、人的側面の分析として政府間の人的
ネットワーク（中央から地方への割愛、地方
から中央への出向、地方政府相互間の職員派
遣）がどのように変容したのか、それはどの
ような利益動機にもとづくのかを解明する。
次に、財政的側面の分析として、90年代の財
政危機下において政府間ガバナンスはどの
ように変容したのか、三位一体の遂行プロセ
スで地方政府間ガバナンスにどのような変
容がみられたのか、またその結果、中央地方
政府間ガバナンスの変容がどのようなもの
であるのかを解明する。また 90 年代後半以
降、地方政府がさきがけとなってはじめた
「評価」制度は、中央政府へも浸透するとと
もに、相互監視のための種々の制度変化も起
きており、それらが、実態としてどのような
機能を果たしているのかについても解明を
すすめる。これらの機能面の解明と並行して、
地方政府内組織としての議会や労働組合（職
員組合）にはどのような変容がみられるのか、
中央政府との関連ではどのような変容がみ
られるのかについても明らかにする。 
 政策面では、とりあえず、教育政策と医療
政策に関する中央政府と地方政府とのガバ
ナンス変化を明らかにする。厚生省と地方政
府、文部科学省と地方政府との間ではどのよ
うなガバナンスの変容がみられるのかを明
らかにする。 
 なお、これらの機能面、政策面での研究と
も並行して、歴史的分析ならびに政府間ガバ

ナンスに関する国際的な研究動向について
もフォローする。 
 
４．研究成果 
 
本研究の大きな成果の一つとして、研究代
表者が編集者となった日本政治学会年報
2008 年第 2号の特集号『政府間ガバナンスの
変容』（木鐸社）を出版したことがあげられ
る。連携研究者である北村亘、宗前清貞、青
木栄一、曽我謙吾の各研究が収められている
ほか、本科研から研究費用を拠出した村上祐
介・南京克の研究も収めた。 
政治学会の本特集号は、広く学会員の共有
財産となるとともに、今後の、政府間ガバナ
ンスに関する必読文献となるであろう。 
また、研究代表者自身も、単著書『プロ公
務員を育てる人事戦略』で人事面での政府間
ガバナンスについて考察するとともに、共著
書『自治体と政策』で財政、人事、議会やい
くつかの政策分野についての政府間ガバナ
ンスおよび国際比較について考察した。なお、
分権改革がもたらした影響については、全市
への悉皆調査をベースとした分析を、共編著
者として『分権改革は都市行政機構を変えた
か』で行っている。 
本研究では、日本における 90 年代以降の
政府間ガバナンス（地方政府相互間、中央政
府と地方政府間、地方政府と NPO など）がど
のように変容したのかについて、人的側面、
財政的側面など諸側面からの分析を行うと
共に、いくつかの政策領域について、政策面
からの切り口で実態を明らかにしようとし
た。後述するいつくかの著書や論文でその目
的はある程度達成されたと考えられる。 
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